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ドイツ民主共和国（DDR）における国家の
賃金政策と経営レベルの賃金決定
一一1950年代を中心に「賃金ギャップ」との関連で一一ー
正亀芳造
はじめに
ドイツ民主共和国（DeutscheDemokratische Republik, DDR）の社会主義に
おいては，賃金は，労働に応じた分配の原則によって規定され，個々の企業に
おいて私的に決定されるのではなくて，国家的規模において統一的に決定され
る。そして，国家は，賃金のコントロールを通じて，国民経済的観点に立って
賃金の計画的発展をはかり生活水準の向上をはかるとともに，労働者を生産能
率の向上に動員するなど労働力の管理手段としても賃金を利用している。具体
的には，労働者は，かれが労働している企業から賃金を受け取るのであるが，
その決定は，このように国家によってコントロールされることになるわけであ
る。
だが，はたして国家によるこのような賃金コントロールは，十分に貫徹して
いるのであろうか。あるいは，経営レベルにおいて独自の賃金決定がなされて
いるのであろうか。もしそうだとすれば，なぜ経営レベルで、独自の賃金決定が
なされるのであろうか。いうまでもなく，この点については，社会主義社会の
おかれている状況によって必ずしも同じではないであろう。そこで，本稿で
は， DD Rの社会主義の基礎建設期にあたる1950年代に限定してこの問題を解
明することを課題としている。
そこで，まず，第1節では，国家の賃金政策の内容・特色をその最重要な要
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具である賃率制度に関して明らかにする。ところで， 1950年代のDD Rにおい
ては，主として，工業部門の生産労働者において，一般に「賃金ギャップ」現
象が認められる。これは，国家の賃金政策から独立した賃金決定が経営レベル
で行われていることを表す現象に他ならなし、。そこで，第2節では，この「賃
金ギャップ」の実態をみる。そして，第3節では， 「賃金ギャップ」を発生さ
せる経営レベルの賃金決定の実態を，事例をもとに明らかにするO 最後に，こ
のような賃金に対する国家のコントロール喪失の原因を考察するO
第1節賃率制度
労働に応じた分配の原則を国家的規模で統一的に実施するとともに，賃金を
労働力の管理手段として利用するための国家の賃金政策上の最も重要な要具
は，賃率制度である。賃率制度において，勤労者のカテゴリー別（生産労働
者，職員，職長，技師・技術者，管理者など〉・産業部門別に，労働の質に応
じていくつかの等級に格差のつけられた賃率額（1時間ないし 1カ月当りの賃
金額〉が決定される。
賃率額は，このように労働に応じた分配の原則に基いて，労働の質〈労働が
(1) 本節では， DD Rの賃率制度の全般的な説明は行っていない。賃率制度を含むDD 
Rの賃金制度の全般的な説明は，下記拙稿で、行っている。拙稿「ドイツ民主共和国
(DDR）の賃金制度」海道進・笹川儀三郎・林昭編著『社会主義企業の構造』ミネ
ノレヴァ書房，近刊，所収。また，次論文も参照のこと。泰地靖弘「東ドイツの賃率制
度」海道進・浅野倣編『職務給の研究Jミネノレヴァ書房， 1966年，所収。
(2) Vgl. Autoren】rnllektiv,Okonomik der Arbeit, 6. iiberarbeitete Auflage, Berlin 
1974, s. 519. 
（司 1950年代から70年代前半までは，一般に，生産労働者と職員の場合は8等級に，技
師・技術者と管理者の場合は5等級に，また，職長の場合は4等級に区分されてい
た。（Vgl.ebenda, S. 522.）ところが， 70年代後半以降，たとえば，生産労働者の場
合は6等級に，職長の場合は3等級に等級数が減らされたと言うことである。 （この
点に関しては， 1981年11月6日，神戸大学で行われた Prof.Dr. E. Sachseの講演に
よる。〉
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必要とする熟練資格の程度〉に応じて格差づけられるのであるが，その格差づ
けに際しては，さらに次のような労働力管理の観点も考慮されるO
第1に，労働者の資格向上を刺激することである。技術革新を進め生産性を
向上させるためには，労働者の資格の向上が必要であり，そのために，労働者
が自らの資格向上に努めるように刺激することを考慮して賃率額が決定され
る。具体的には，資格が高くなるにつれて，したがって，賃金等級が高くなる
につれて賃率額を高くし，等級聞の賃率格差を絶対的にも相対的にも増加させ
る措置がとられることになる（表1参照〉。
表1. 化学工業（経営クラス工〉における生産労働者の賃率額
賃金等級 ｜ 賃（マルク率／時間額） I 増（マ加ルク〉額 ｜ 増 （加%) 率
1 1. 50 一
2 1. 55 0.05 3 
3 1. 65 0.10 6 
4 1. 80 0.15 9 
5 1. 95 0.15 8 
6 2.10 0.15 8 
7 2.35 0.25 12 
8 2.65 0.30 13 
（出所〕 Autorenkollektiv, Okonomik der Arbe札 6.iiberarbeitete Auflage, 
Berlin 1974, S. 523. 
第2に，労働力の産業部門間への適切な配分を誘導することであるO 国家の
経済政策の観点からみて必要な労働力の部門間配分を確保するために，たと
えば，国民経済的に重要な部門への労働力の移動を促進するように部門間の賃
率額が決定される。そのために，賃金等級は同じであっても，国民経済に占め
る各部門の重要性に応じて部門間で、賃率額に格差がつけられることになるO
このように，賃率額は，労働に応じた分配の原則に基づいて労働の質が考慮
されるだけでなく，さらに，労働者の資格向上を物質的に刺激するとともに，
(4) Vgl. ebenda, S. 519. 
労働力の部門間への必要な配分を誘導するといった国家による労働力管理の観
点も考慮、して決定されるのであるO そこで，次に，生産労働者の場合のこれら
の観点に基づいて決定された賃率額の実態をみるニとにするO
DD Rにおいて賃率額が国家的に統一的に決定されたのは， 1950年8月17日
付の「人民所有経営およびそれと同等の経営における労働者および職員の賃金
支払の改善に関する法令」によるのが最初であるO それまでの，第2次世界大
戦後のソ連占領下の時代から1949年10月7日のDD R建国を経てこの法令が発
布されるまでの時期においては，賃率額は，産業部門別に労働協約で個別に決
定されていた。それに対し，この法令によって，はじめて，生産労働者に関し
て，国民経済の全産業部門について統一的に賃率額が決定され，賃率制度が国
家による労働力の管理手段としても利用されうるようになったので、あるO
(5) H. Knるschke,Die Diff erenzierung der Tariflるhneder Produktionsarbeiter in 
der Volkswirtschaft der DDR, in: Wirtschaftswissenschaft, 1959, Heft 6, S. 903. 
なお，この法令は，本稿の脚注（9）に示した①で、ある。
(6) この時期における， ソ連占領軍等による賃金政策上の諸措置と賃率額等を規定し
た労働協約の特徴に関しては，次書参照。 H.Matthes, Das Leistungsρrinziραls 
Grundlage der Entlohnung in der volkseigenen Wirtschaft, Berlin 1954, S. 58-65. 
また，この時期の労働協約に関しては，次論文参照。横井芳弘「各国労働協約の比較
法的研究東ドイツ（その 1）」，「同（その2・完）」『月刊労働問題』 1961年11月号
および1962年3月号。
(7) 1950年4月制定の「労働法」と，それを受けた同年6月8日制定の「団体協約令」
によれば，経営における賃金・労働諸条件，したがって，賃率額は，産業別労働組合
中央執行部と人民所有経営連合体等の間で締結される労働協約（Tarifvertrag）で定
められることになっていた。（Vgl. Gesetz der Arbert zur Forderung und Pflege 
der Arbeitskrafte, zur Steigerung der Arbeitsproduktivitat und zur weiteren 
Verbesserung der materiellen und kultuellen Lage der Arbeiter und Angestellten 
vom 19. April 1950, ]I § 16 (2), in: Gesetzblatt der DDR （以下， GBJ.と記す〉，
1950, Nr. 46. Verordnung iiber Kollektivvertrage vom 8. Juni 1950, IT §7～10, 
in: GBJリ 1950,Nr. 66. 労働省大臣官房労働統計調査部編『ドイツ労働法令集〔外
国労働法令集工コ』国立国会図書館調査立法考査局， 1953年， 117頁および128-129
頁。〉しかし， 1950年代においては， この種の労働協約は締結されず，賃金・労働諸
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労働力管理の側面から見ると，1950年代において採られた賃率制度の特徴は，
鉱山業，冶金，原料化学等の原料工業と重機械製造，鉄道などの諸部門におけ
る特に賃金等級5から 8の熟練労働者に対する賃率額を他の産業部門のそれと
比較して著しく重視して高く設定している点にある（後掲の図1参照〉。 賃率
制度においてこのような方向が採られた理由は， DD Rにおける経済建設のス
タートに際して，次のような事情があったためだと考えられるO
すなわち，戦前のドイツにおいては，資本主義的工業化の結果，工業は地域
的に不均衡に発展し，東ドイツ地域では，一般機械製造業や軽工業の比重は高
いが，石炭・冶金等々の原料工業や重機械製造業は，ルール地方を中心とした
西ドイツ地域に集中していた。そのため， 1949年の東西ドイツの分裂によっ
て， DD Rの経済は，その建設のスタートにおいて，産業部門間，特に，原料
工業と金属加工業との聞に著しい不均衡が生じていた。そこで，このような部
門聞の不均衡を取り除き，国民経済の釣合のとれた計画的な発展を確保するた
めに， 1950年から始まった第1次5カ年計画においては，特に，原料工業とそ
の生産設備の生産をも行う重機械製造業の再編と建設に重点がおかれたのであ
るO そしてこれらの部門では，労働生産性を向上し，生産を拡大するために，
特に，熟練労働者が必要とされたのである。そこで，これらの部門に熟練労働
者の誘導をはかるとともに，既存の労働者に対して資格向上を強力に刺激する
ことが必要となったので、ある。
条件は，国の法令によって定められたのである。 （この点に関しては，次論文参照。
ラースロ・ナジ（角田豊訳）「社会主義法制度における労働協約の展開」『ジュリス
ト』 1974年3月15日号（No.556),98頁。〉こうして，生産労働者に関する賃率額は，
1950年代においては，法令で定められたので、ある。
(8) この点に関しては，次書を参照した。 Autorenkollektiv,Politische Okonomie des 
Sozialismus und ihre An叩endungin der DDR, Berlin 1969, S. 129-146. （向坂逸
郎監修労働大学調査研究所訳『社会主義経済学上一一ドイツ民主共和国における理
論と実践一一』河出書房新社， 1972年， 93-106頁。〉林昭 F現代ドイツ企業論』ミネ
ルヴァ書房， 1972年， 168-194頁。
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50年代初めのこのような経済建設とそれに伴う労働力管理の特殊な事情を背
景にして，労働力管理の側面から，賃率制度における部門別・等級別の賃率額
が設定されることになった。
既述のように， DD Rにおいては，生産労働者に関しては， 1950年にはじめ
て国家的に統一的な賃率制度が形成された。そして， 1952年から53年にかけ
て，この賃率制度は全面的に改訂された。しかし，その後，若干の変更はあっ
たが50年代未まで継続して適用された。
今，若干の産業部門について， 1950年8月の法令以前および以後と， 1952年
から53年における改訂後の等級別賃率額を示すと，図 1の通りである。
この図からも明らかなように， DD Rにおいては， 1950年の国家的な賃率制
度の確立と， 1952年から53年における全面的な賃率改訂によって，賃率額が全
般的に引き上げられ，労働者の生活水準の向上がはかられた。そして，それと
同時に， 52年から53年の改訂において特に顕著に示されているように，等級間
(9) 1950年代における生産労働者の賃率額に関する主な法令は，次の通りである。
① Verordnung iiber die Verbesserung der Entlohnung der Arbeiter und Ange-
stellten in den volkseigenen und ihnen gleichgestellten Betrieben vom 17. 
August 1950, in: GBJリ 1950,Nr. 93. 
② Verordnung iiber die ErhOhung des Arbeitslohnes fir qualifizierte Arbeiter 
in den wichtigsten Industriezweigen vom 28. Juni 1952, in: GBJ., 1952, Nr. 84. 
③ Verordnung iiber die Erhi::ihung des Arbeitslohnes der Arbeiter der volksei-
genen Wirtschaft in den Lohngruppen I bis N vom 23. Juli 1953, in: GBJ., 
1953, Nr. 88. 
④ Verordnung iiber die Erh批mngdes Arbeitslohnes fir qualifizierte Arbeiter 
der Lohngruppen V bis唖 inbestimmten Zweigen der volkseigenen Wirtschaft 
vom 17. Dezember 1953, in: GBJ., 1953, Nr. 135. 
⑤ BeschluB iiber die Aufhebung der Ortsklassen C und D vom 13. September 
1956, in: GBJリ 1956,Nr. 84. 
①から④の法令による賃率額の規定については，本文参照。⑤の命令によって，下
位の地域等級CとDが廃止され，地域等級別賃率格差が縮小されるとともに，地域等
級に基づく賃率額の格差づけがそれだけ簡略化された。
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の賃率格差が拡大されるとともに，同じ賃金等級であっても石炭等の鉱山業，
冶金，重機械製造，原料化学などの国民経済的に重要な部門の賃率額は，他の
部門に比べて著しく高く設定された。 （しかも，この傾向は，賃金等級5から
8の熟練労働者に対する賃率額に関して特に著しい。〉このような等級間・部
門間の賃率額の格差づけによって，国家による労働力管理において必要な，こ
れらの部門への熟練労働力の誘導と労働者の資格向上の促進が図られたのであ
る。
第2節 「賃金ギャ‘ソプ」
以上のように，国家は，賃率制度を国家的・統一的に決定することによって
賃金をコ γ トロールし，そのコントロールを通じて，労働力の管理を行おうと
しているのである。
ところで，賃率額は，単位労働時間当りの賃金額であるO これに対し，労働
者が経営で実際に受け取る賃金〈実収賃金： Effektivlohn）は， この賃率額を
基礎にして，労働者が実際に支出した労働の量（場合によっては質も〉が時間
賃金や個数賃金などの諸賃金形態を通じて評価され，決定される。
そこで，賃金が賃率制度において国家の意図した労働力管理の手段として有
効に機能するためには，労働者の実収賃金が，等級間および部門聞に関して賃
率額の関係と照応していることが必要であろう。
だが，実態をみると，労働者の実収賃金は，国家が賃率制度で予定した通り
に決定されているわけではなし、。むしろ，両者が矛盾している場合すら見られ
るのである。
今，若干の産業部門について，国家が定めた賃率額と労働者が実際に受け取
った実収賃金を対比して示すと表2-A, B, Cの通りである。
まず，部門別に等級聞の賃率額と実収賃金の関係について見ると，表2-
A, Bから次のことが明らかになる。すなわち，いずれの部門についても，実
収賃金の等級間格差は賃率額の等級間格差と必ずしも一致しておらず， しか
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表2. 賃率額と実収賃金の関係
A.部門別・等級別の賃率額と実収賃金〈月額〉 (1957年3月現在〉
一一部一一門一～～賃金等級｜｜ 1 2 3 4 5 6 7 8 
械製造 l-H-1~弔問~1ニ2三円円1~~円250 405 502 601 662 644 
化学工業 1~1判ヰ1~1~1~」~1~1~ニ竺E L 228 380 550 597 620 
一般機械製造 1-H-l~I」刊す1~1-¥it-Iす｜」ニ25?_」EL 347 464 538 566 
食料一12_51°41~討すす~土庁H内~＼~ご十世1~EL 268 465 軽工業｜；：う十｜与~I 0~ I -¥st-¥ l~＼--Ys%-
（単位：マルク〉
（注〕 1. T Sは賃率額， ELは実収賃金（ここでは，中央管理の人民所有工業におけ
る生産労働者の月平均賃金）の略。
2. この表における部門は大分類によるもので，賃率表の適用される部門と必ず
しも一致せず，同じ部門の内部でいくつかの賃率表が適用されている。そこ
で，ここでは，各部門を次の賃率表で代表させている。
（部門〉 （賃率表〉
重機械製造一一重機械製造 I
化学工業一一原料化学
一般機械製造一一一般機械製造
食料品工業一一マーガリン工業
軽 工 業一一繊維工業
B.賃金等級5の賃率額ないし実収賃金を 100とした場合の各賃金等級の指数
;t-~f）~~~百二与｜寸？｜斗~Iづ十I i~ I寸号｜：；；日子
化学工業民｜引｜すす一片I-*計－剖 ~ 1----i*-づ~1--ffi-
制製造I-i-I-% H日~1~1~1~EL 103 110 
食料品工業｜立円バ｜寸l-*1~1~1~日E L 66 95 100 116 
軽 工 業 12_5_斗1--Tzl~I」市1---m-1~1~土E L 72 83 91 112 119 
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c.軽工業の賃率額ないし実収賃金を 100とした場合の各部門の指数
賃金等級｜ I I I I I I I 部門一一一一｜ 1 I 2 I s I 4 I s I 6 I 1 I s 
重機械製造｜ 11s I 119 I 126 I 12s I 130 I 147 I 163 I 69 
化学工業 I 110 I 114 I 122 I 132 I 121 I 133 I 138 I 33 
TS I一般機械製造｜ 112 I 116 I 121 I 123 I 11s I 124 I 121 I 123 
食料品工業｜ 101 I 121 I 126 I 126 I 113 I 112 I 104 I 92 
軽工業 I 100 I 100 I 100 I 100 I 100 I 100 I 100 I 100 
重機械製造｜ 87 I 114 I 109 I 115 I 130 I 138 I 153 I 140 
化学工業｜ 79 I 113 I 118 I 125 I 124 I 12'6 I 138 I 135 
ELI一般機械製造｜ 102 I 125 I 121 I 131 I 133 I 121 I 124 I 123 
食料品工業｜ 93 I 103 I 101 I 108 I 105 I 101 I 108 I 101 
軽工業 I 100 I 100 I 100 I 100 I 100 I 100 I 100 I 100 
（出所〉 A.の賃率額については，次の文献による。
H. Matthes, Das Leistungsprinziραls Grundlage der Entlohnung in der volks-
eigenen Wirtschaft, Berlin 1954, S. 201ー 205und S. 225-241. 
H. Knるschke,Die Differenzierung der Tariflるhneder Produktionsarbeiter in 
der Volkswirtschaft der DDR, in: Wirtschaftswissenschaft, 1959, Heft 6, S. 
907, Tab. 4 und 5. 
A.の実収賃金については，次の文献による。
H. Arnold, H. Borchert, J. Schmidt, Okonomik der sozialistischen Industrie in 
der DDR, 7. Auflage, Berlin 1961, S. 563. 
なお， BおよびCの表は， Aをもとに筆者が算定して作成した。
も，重機械製造と一般機械製造において特に顕著に見られるように，賃金等級
5以上の熟練労働者の賃金については，多くの場合，等級聞の実収賃金格差が
賃率額格差よりも縮小している。さらに，このように格差が縮小するばかりで
なく，重機械製造や食料品工業の賃金等級7と8の場合にみられるように，下
位の賃金等級の実収賃金の方が上位の賃金等級のそれを上回り，賃率額の等級
間格差づけと完全に矛盾した事例も存在しているO
このように，若干の部門について見ただけで、あるが，労働者の実収賃金にお
いては，国家が決定した賃率制度における等級聞の賃率額の格差づけが必ずし
も十分には貫徹しておらず，部分的には，国家が予定した格差よりも縮小さ
れ，さらには，それとは逆の格差すら生じていることが明らかになった。
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部門聞の賃率額と実収賃金の関係についてみても，表2-Cから明らかなよ
うに，このような等級聞の両者の関係について認められたのと同じ状況が認め
られる。
以上から明らかなように，部門間・等級聞の賃率格差づけを通じて資格向上
と必要部門への労働力の誘導をはかろうとする国家による労働力管理手段とし
ての賃率制度の機能は，経営において実際に支払われる労働者の実収賃金によ
って弱められ，場合によっては無効にさえされているのである。このことは，
賃率制度は国家が決定し，コ γ トロールで、きても，それに基づいて経営におい
て決定される実収賃金に対しては，国家が完全にはコントロールで、きていない
ことを意味している。換言すれば，経営レベルにおいて，国家の規制を受けな
がらも相対的に独自な賃金決定が行われているということであるO このことを
端的に示すと考えられる現象が，実収賃金に占める賃率賃金 CTariflohn) （賃
率額に相当する賃金部分〉の割合の低さである。
この実収賃金と賃率賃金のギャップ現象〈これを本稿では「賃金ギャップ」
と呼ぶことにする〉は，西ドイツをはじめ西欧諸国で一般に認められる賃金ド
リフトに相当する現象である。賃金ドリフトは，労働者が経営で実際に受け取
る賃金〈率〉が団体交渉で決定される賃金（率〉を上回っている現象であるO
その存在は，超経営レベルで、行われる団体交渉による賃金決定とは独自に経営
レベルで、も賃金決定が行われていることを意味し，それが大きくなるほど団体
交渉が賃金決定に及ぼす影響力は弱くなることを示している。これと同様に，
DD Rにおける労働者の実収賃金と賃率賃金のギャップ現象は，実収賃金決定
に対する国家のコントロール機能の低下と，これとは逆に，経営レベルの相対
的に独自な賃金決定の存在を示すものであるといえよう。
今，この「賃金ギャップ」の実態を見ると，次の通りであるO
たとえば， 1958年10月における若干の部門の賃金等級5の個数賃金労働者の
(10）西ドイツの賃金ドリフトについては，次論文参照。拙稿「西ドイツにおける賃金ド
リフトと経営協議会（1）」，「同（2・完〉」『富大経済論集』第25巻第2号，同第3号。
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場合には，実収賃金に占める賃率賃金の割合は，表3の通りであった。
表3. 実収賃金に占める賃率賃金の割合
一一賃金等級5の個数賃金労働者の場合一一 (1958年10月現在〉
部 門 ｜実収賃金に占め（f1る6賃〉率賃金の割合
重 機 械 製造 工 57.2 
重 機 械 製 造 TI 57.8 
木 材 工 業 58.2 
冶 金 58. 7 
建 築 材 料 工 業 60.4 
皮 革 工 業 60.5 
その他の金属工業 62.5 
石 炭 採 掘（坑内〉 64.9 
原 料 化 学 65.1 
精密機械／光学 65.1 
（出所〉 S. Schubert, Die Rolle der Arbeitsstatistik fir die Durchsetzung 
unserer Lohnpolitik, in: Arbeitsokonomik und Arbeitsschutz, 1960, Heft 
1, s. 38より作成。
実収賃金と賃率賃金のこのようなギャップは，個数賃金形態の場合にのみ見
られるのでなく，その他の賃金形態の場合にも認められる。たとえば， 1962年
における建設業を除く人民所有工業全体について，賃金形態別に実収賃金に占
める賃率賃金の割合をみると，
（個数賃金 臼
プレミアムつき時間賃金............69.1~ 1-b
時間賃金........................84. 4~ 広。U)
であり，賃金形態全体では， 65.73%であった。
同様に， 1962年における若干の部門の実収賃金と賃率賃金の関係を図示すれ
ば，図2の通りである。
(1) H. Luck, Zur Theorie des Arbeitslohnes im Sozialismus, in: Wissenschaftliche 
Zeitschrift der Unive1叶tatRostock, Gesellschafts-und Sprachwissenschαjtliche Reihe, 
1962, Heft 4, S. 354. 
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若干の部門における実収賃金に占める賃率賃金の割合（1962年〉図2.
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i l実収賃金
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（出所〉 Autorenkollektiv, Okonomik der Arbeit in der DDR, Berlin 1962, 
s. 404の図より作成。
これらの断片的な資料からではあるが， 1950年代未から60年代初めの時点に
おいて，建設業を除く工業全体で，賃率賃金は実収賃金の65%強にすぎず，ま
た，その割合は，部門間で格差があり，重機械製造のような極端な場合には，
50%台になっているO しかも，これらの数値は部門の平均値であり，個々の経
営についてみれば，実収賃金に占める賃率賃金の割合が50%よりも少ない経営
ω 
も存在していたので、ある。
Au torenkollekti v，。konomikder Arbeit in der DDR, Berlin 1962, S. 404. 
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このように，労働者が経営で受け取る実収賃金のうち，国家がコントロール
しうる賃率賃金部分はかなり低く， 50%台から60%台にすぎないのであるO 逆
に，実収賃金のうちの残りの50%弱ないし30%強の部分は，国家が直接にはコ
ントロールしえない経営レベルの決定に委ねられているわけで、ある。その結
果，先に見たような，国家の賃金政策の方向と矛盾するような実収賃金の決定
が行われちることになるo そこで，次に，この「賃金ギャップ」との関連にお
いて，経営レベルにおける賃金決定の実態を見ることにする白
第3節経営レベルの賃金決定
ここでは，重機械製造業の人民所有経営VTAの事例を中心に， 「賃金ギャ
ップ」との関連で経営レベルにおける賃金決定の実態を考察してみよう。
まず， VT Aの1955年2月における全生産労働者に関する賃金等級別の「賃
金ギャップ」の状況を見ると，表4の通りであるO これによれば，賃金等級1
の労働者の場合，実収賃金は平均して賃率賃金を15%上回っているにすぎない
表4. VT Aにおける生産労働者の賃金等級別「賃金ギャップ」
(1955年2月現在〉
賃金等級 ｜ 賃（マ仏率ルlク〕額 ｜ 賃1金時間（但当マ）ルり実グ）収 ｜ 「賃金ギャップ」1、，＋、)C%) 
1 0.97 1.12 115 
2 1. 05 1. 34 128* (123) 
3 1.16 1. 65 142 
4 1. 23 1. 77 144 
5 1. 44 2.50 174 
6 1. 78 3.03 170 
7 2.19 3.69 168* (123) 
8 2.70 3.88 144キ (147) 
（出所） Kollektivarbeit, Probleme des Arbeitslohnes in der 叫んseigenenlndu-
strie, Berlin 1956, S. 64.ただし＊印の数値は，引用者が表の(A), (B）の数
値をもとに計算して修正したもので，この場合，原典の数値は（〉内に示
しである。
-138ー
-287ー
が，賃金等級5の熟練労働者の場合には，平均して賃率賃金を74%も上回る実
収賃金を得ているのである。
このように大きな「賃金ギャップ」がどうして生じたのか，その生成の原因
は何なのか。これらの解明に必要な限りにおいて，次にVTAにおける賃金決
定の実態をみてみよう。
なお， 「賃金ギャップ」の生成の仕方は，賃金形態によって異なるので，賃
金形態別に考察する。ちなみに，VTAにおける賃金形態の適用状況をみると，
1955年の第1四半期の場合，全生産労働者のうちの75%に対して個数賃金，
14%に対してプレミアムっき時間賃金，残りの11%に対して時間賃金が適用さ
れ，個数賃金が大半の労働者に適用されていた。このことは，先に見た「賃
金ギャップ」の主要な発生源が，この個数賃金労働者にあることを示唆してい
るO そこで，まず，個数賃金形態の場合の賃金決定の実態を見ることにする。
A.個数賃金の場合の賃金決定
個数賃金の場合，実収賃金は次の式で求められる。
実収賃金＝賃率賃金×労働ノルマ遂行度
したがって，労働ノルマの遂行度が100%を超過した場合に「賃金ギャップ」
は生じ， しかもその大きさは，労働ノルマの超過遂行の大きさに比例してい
る。したがって， VT Aにおいて，既述のように大きな「賃金ギャップ」が生
じた背景には，ノルマの相当な超過遂行が考えられる。そこで，今， VTA全
体の平均ノルマ遂行度を見ると，表5の通りであるO
表5. VT Aの平均ノノレマ遂行度
γ4塑｜ 工 I J[ 百
1954 133% 135% 138% 141% 
1955 134% 135% 137% 140% 
（出所〉 Ebenda, S. 63. 
仕3)・ Kollektivarbeit, Problenw des Arbeitslohnes in der volkseigenen lndustrie, Berlin 
1956, s. 63. 
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このように，四半期毎に若干の変化はあるが， 1954,55年のいずれの年にお
いても，経営平均で30%台から40%台のノルマの超過遂行が見られたのであ
る。しかも，この値は，あくまでも経営全体の平均値であり，個々の労働者あ
るいは労働者集団についてみれば，後述するように，これよりも相当高い遂行
度もみられるのであるO
では，どうしてこのように高率のノルマ遂行がなされたので、あろうか。この
ような高率のノルマ遂行が可能になった原因は，し、くつか考えられる。
その 1つは， VT Aでは，労働ノルマの大部分（81%）が，経験的統計的ノ
ω 
ルマである点にあるO というのは，経験的統計的ノルマは，経験あるいは過去
の統計資料に基づいて設定されるので，その水準は，技術進歩や労働組織の変
化などを十分反映しておらず，また， ノルマ作成者の判断によって左右されや
車場
すいので，ノルマの容易で高度の超過遂行を可能にするからである。
また，残りの19%のノルマは， 「技術的に基礎づけられたノルマ（TAN）」
であるが，これにも問題があるO TANは，本来，労働過程の分析を行い，最
良労働者の労働様式，労働と運搬の最も合理的な組織化，最も生産的な製造方
法と生産の革新者によって証明された新作業方法の適用，労働日の十分で合理
的な利用などを基礎にして，生産における科学・技術進歩と現存する技術水準
ω 
とに照応したノルマで、あるO したがって，技術や労働組織などの変化に伴っ
て，絶えず改訂されねばならなし、。ところが， VT Aにおいては，名称は「T
AN」であるが，その内実は，上述のような要件を具えていないのである。つ
まり， VTAにおける「TAN」は，ほぼ3年前の1952年頃に作成され，その
後（1955年まで〉年々の再検討は行われなかったのであるO その結果， 「TA 
N」は，平均的な労働者に対して， 60分で75分から80分に相当する賃金を保障
するような「ゆるいノルマ」になっていたのである。
(14) Ebenda, S. 71. 
(15) Vgl. ebenda. 
仕切 Vgl. F. Macher, Neue Technik-neue Normen, in: Einheit, 1962, Heft 5, S. 34. 
(17) Kollektivarbeit, a. a. 0., S. 72. 
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さらに決定的なことは，ノルマが実践において重大な修正を受けていたこと
であるO すなわち，ノルマ＝標準作業時聞に対して，たとえば，原材料の質や
大きさなどが規格通りでないことを理由に，追加時間（Zuschlag）が認められ
るのであるO しかも，労働者から追加時間が提案された場合に， 「なんらの正
当性もないのに，しばしば，追加時間が認められる」という。こうして，ノル
マ＝標準作業時間に追加時聞が加えられることによって，労働者は，容易に，
しかも高率のノルマの超過遂行を行いうることになるO 実際， 175%から199%
とし、う高率のノルマ遂行についてみると，表6から明らかなように，追加時聞
が認められることによって，それがない場合に比べて40%から60%もノルマ遂
行度が高くなっており，ノルマの高率の超過遂行が，追加時間の存在にし、かに
大きく依存しているかが確認できるO
表6. VTA におけるノルマ遂行度と「追加時間」
ノル軒マ（経誼 人高労時働今当間〔分者童込り）標話〕1 その内の 標浦時i準間（~作中君）業、の閲 労人準間時ま働当作聞な（者業追しをりう標含時加1 労人書働作当者業り実時1 ノルマ遂行度（%〉行営度の 追加時間 追加時間を
によ （分） 含（む2場）ム口含場（－%－合まな）い
（%〉 ω （同（τ）
（分〉
（分〉に） （同
175-179 16,618 5,065 30.5 11, 553 9, 740 170.5 118. 5 
180-184 14,278 5,010 35 9,268 8,397 170 110. 3 
185-189 18,643 5,500 29.5 13, 166 10,040 185.6 131.1 
190-194 18,539 29 13, 139 9,627 196 136.5 
195-199 14,622 2,800 19 11, 822 7,395 197. 7 159.8 
（出所〉 Ebenda, S. 69, Tab. I und E より作成。
しかも，上述のように，労働者から提案されるこの追加時聞が「なんらの正
当性もないのにしばしば認められる」ということは，それが，労働者の要求す
る一定水準のノルマの遂行度を，したがって，一定水準の実収賃金を保障する。9)
ために利用されていることは明らかであろう。
倒 Ebenda,S. 68. 
G功 Vgl. ebenda, S. 69. 
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以上のように， VT Aの個数賃金労働者において高率のノルマ遂行が可能と
なった原因は，労働ノルマの大部分が経験的統計的ノルマであること，また，
TANの場合でも，それは名前だけでその内実は「ゆるいノルマ」であるこ
と，さらに，いずれのノルマであっても，実際の運用においては追加時間が認
められ，ノルマが修正されたことに求められる。さらに，ここで確認しておき
たし、ことは，追加時間の許可に明らかなように，労働者に対して賃率賃金を超
過した一定の水準の賃金を保障するように，経営レベルにおいて実収賃金が決
定されていたことであるO
8.プレミアムっき時間賃金の場合の賃金決定
プレミアムっき時間賃金は，時間賃金にプレミアム制度を付加した賃金形態
である。したがって，この場合， 「賃金ギャップ」は，このプレミアム部分か
ら成っている。そこで，プレミアム制度が経営においてどのように運営されて
いるかが問題になる。
プレミアムっき時間賃金のプレミアム制度の場合には，品質の改善，見切品
の減少，補修作業の減少など，賃率制度や労働ノルマでは把握しえない労働者
の支出した労働の質に関係した指標の中から，経営に対して労働生産性の向上
や原価の節約などの経済的利益（ないし損失の減少〉をもたらすようなものが
選択され，その達成の可否ないし達成度に応じてプレミアム（割増金〉が与え
ω 
られるO このように，本来，プレミアムは，経営の積極的あるいは消極的な経
済的利益に役立つ労働者の給付に対して与えられるべきものとされるO
しかしながら， VT Aにおけるプレミアム制度は，このような経済的な根拠
をもっておらず，もっぱら実収賃金上昇のためにのみ用いられているとされて
ω 
いる。
たとえば，品質検査工の場合，申し分のない労働に対して基本賃金の5%か
側 Vgl.ebenda, S. 53-54 und S. 82. 
(21) Ebenda, S. 82. 
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ら20%までのプレミアムを受け取れるようになっている。ただ，プレミアムを
受け取るためには，部門がその計画を 100%達成しなければならないという条
件が付けられている。そして，プレミアムの支払の決定は，品質管理長と工場
長が行うことになっているO だが，実際には，通例，すべての品質検査工が，
20%のプレミアムを受け取っていたので、ぁt
このように， VT Aにおいては，プレミアム制度は，一般に，既述のような
経済的に根拠のある形成と運営がなされていたのではなくて，もっぱら，限度
紛
いっぱいのプレミアム（賃率額の20%）をプレミアムっき時間賃金の労働者に
保障するために形成され，運営されていたことが明らかである。
以上のように， VT Aの生産労働者の大部分を占める個数賃金とプレミアム
っき時間賃金のいずれの労働者においても，経営レベルにおいて，労働ノルマ
やプレミアム制度といった賃金決定方法の形成・運営を通じて，賃率賃金を上
回った一定の実収賃金を保障するように賃金決定がなされていたことが明らか
になった。ここに，明らかに， 「労働に応じた分配の原理」とは異なる経営レ
ベルにおける「独自」の賃金決定の「原理」が認められよう。
ところで，このVT Aにみられた経営レベルの賃金決定の実態は， VT Aに
しか認められない特殊的状況ではなくて， 50年代のDD Rにおける諸経営にも
同様に認められる一般的状況であったといえる。この点については， VT Aの
賃金問題を分析した H Schmidt自身も認めていよ
さらに，たとえば，労働ノノレマについて， 1950年代後半から60年代初めの時
期における人民所有工業全体および各部門の平均ノルマ遂行度と 200%以上の
ノルマ遂行労働者の割合をみると表7の通、りであるO 部門ごとにパラツキは認
(2) Ebenda, S. 83. 
(23) Ebenda, S. 87. 
ω 「VT Aで確認された諸欠陥は（したがって，本節で考察した賃金決定の実態は
一一引用者〉，たんにこの経営にあてはまるだけでなく，多くの点で， DD Rの特殊
的諸条件の下における資本主義から社会主義への移行期にとって典型的である。」
(Ebenda, S. 90.) 
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表7. 個数賃金労働者の平均ノルマ遂行度と200%以上のノルマ遂行度の労働者の割合
』ーー一ーーー一ー一ー一ー一一一一 一ー 一ーと｜ 1956 I 1957 I 1958 I 1959 I 1960 I 1961 剖1 F~ 
a 
｜一山i…1叶 1刊 160.3（中央管理） b 2.6 6.3 7.5 10.6 12.1 15.3 
a 
｜川 119.61川町｜町［ ω石 炭 工
b 0. 1 0. 2 0. 3 0. 4 0. 4 0. 3 
採掘および治主｜
a I 1叶川 147.0I 150.0I 1ペ156.6
b 2. 6 6. 4 6. 4 8. 0 10. 2 12. 2 
化 手 1~1旦ド35.51旦｜旦｜山 1山
b 1. 0 2. 1 2. 3 1. 8 2. 0 2. 8 
重機械製 2選 la I 145. 3 I 158. 5 l~l~l 1ー 187.8
b 4.2 10.5 13.4 18.7 27.2 30.8 
一般機械製選出土÷「同1江士山国主 出01~土｜叶型17.6 24.1 38.9 39.4 
長｜ ｜叶叶山 1145.8
4. 7 2. 3 2. 4 3. 9 
食料品工業｜ 川町i川0.8 1.4 1.8 1.7 
なお， a欄は，平均ノノレマ遂行度（%〉， b欄は， 200%以上のノルマ遂行度の労働
者の割合（%）を表す。いずれも，第2四半期の数値である。
（注〕 1〕 第3四半期の数値
2) 1957年の数値は，各省の数値である。
3) 1960年第3四半期以降，工作機械および自動化部に統合された人民所有経
営連合体を除く。
（出所） F. Macher, Neue Technik -neue Normen, in: Einheit, 1962, Heft 5, S. 35. 
（一部省略〉
められるものの，工業全体でみて， 1956年から1961年にかけて，平均ノルマ遂
行度は年々上昇しており，しかも，その水準は， 135.1%から160.3%という高
水準にあるO また， 200%以上の極端に高いノルマ遂行度の労働者が一部存在
し，しかも，工業全体でみて，年々増加しているO このように，ノルマの過度
の超過遂行とその年々の増加傾向は，労働ノルマがもはや労働者の支出労働量
の正しい測定指標として機能していないことを示すものであるといえよP。つ
ω 「高率のノルマ超過遂行は，悪いノルマ作成の現れで、あるとする必要は必ずしもな
いのであるが，経営部局全体の平均で，しかも，つねに 150%以上の超過遂行が達成
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まり，経営で現実に適用されているノルマは， VT Aの事例で明らかになった
ような，生産技術の進歩や労働組織の変化に対応して変更されない古くなっ
た，したがって「ゆるいノルマ」や，あるいは，追加時間によって重大な修正
をうけたノルマであると推測できるO したがって，本節で考察したVT Aの労
働ノルマの状況は，たんなる特殊事例にすぎないのではなくて，少なくとも50
年代後半において， DD Rの工業で一般的に認められる状況であったといえよ
う。
また，プレミアムっき時間賃金の場合のプレミアム制度が， VT Aで認めら
れたように経済的に根拠のある形成・運営がなされずに賃率賃金を上回った実
収賃金を保障するように形成・運営されている事例は， VT Aの他にもいくつ
働
か認められる。
以上のように，本節で考察したVT Aにおける国家の賃金コントロールから
独立した経営レベルの賃金決定の実態は， 50年代のDD Rの諸経営においてか
なり一般的に認められるものであったといえるであろう。
第4節 賃金に対する国家のコントロール喪失の原因
前節では， 50年代中頃における 1経営の事例から，経営レベルにおいて，国
家のコントロールとは異なる経営独自の賃金決定が行われていたことが明らか
になり，しかも，この状況が50年代のDD Rにおいてかなり一般的であったと
推測できた。そこで，ここでは，このように賃金に対する国家のコントロール
されるということは， しばしば……非現実的なノルマ関係の直接的な現れである。」
(Autorenkollektiv，οんonomikder sozialistischen lndustrie in der DDR, 7. Auflage, 
1961, s. 549. 
凶 たとえば， 1950年代中頃の人民所有経営鉄鋼・圧延工場 Riesaや人民所有経営染
料工場 Wolfenにおいて，また，化学繊維の人民所有経営の ElsterbergとPirnaに
おいても認められた。 Vgl.Kollektivarbeit, a. a.。リ S.58-59 und S. 109-111. I 
Marten, Grundlagen und Formen der Entlohnung nach ArbeitsleistunιBerlin 1957, 
s. 76. 
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が失われざるをえなかった理由を考えてみたい。
実収賃金に対する国家のコントロールが失われざるをえなかった第1の原因
は，実収賃金の決定に影響する多くの制度が，具体的には経営レベルで決定さ
れざるをえないといういわば技術的要因に求められる。すなわち，賃率額は国
家が決定するので完全にコントロールできるのであるが，適用する賃金形態の
決定，労働ノルマやプレミアム指標の決定，労働および労働者の賃金等級への
格付などについては，原則や基準は国家が規定しえても具体的には個々の経営
の状況に応じて決定されざるをえなし、。ここに，国家の賃金コントロールが弱
められる可能性がある。
たとえば，賃金形態についてみると， 50年代においては，表8に示したよう
に， 50年代の初めから末近くまで一貫して個数賃金の適用が増加し，それが生
産労働者の最も支配的な賃金形態であった。このような個数賃金の普及は，当
時，もっぱら個数賃金が，社会主義における労働に応じた分配の原則に照応し
た賃金＝給付賃金（Leistungslohn), あるいは，最高の賃金形態と理解され，
約
その適用が国家的に促進されたことが影響している。ただ，問題なのは，労
働ノルマの設定が不可能で個数賃金を適用するための前提条件が欠如している
ω 
ような労働に対しでもそれが適用される場合がったということであるO そし
表8. 社会主義工業における生産労働者に対する個数賃金の適用率
年 I1951 l即｜削 11955 1附 I1958 I 1959 I附
適用率｜ 59.61 64.ll 70.21 71.21 74.3*1 75.61 70.11 67.7 C%) I I I I I I I I 
* 1956年第百四半期のもの
（出所） 1951年から1956年までについては，次の文献による。
E. Sachse, Automatisierung und Arbeitskraft, Berlin 1959, S. 232. 
1958年から1960年までについては，次の文献による。
S. Bendrath/W. Bernhard, Wie arb.eitet man mit den Ergebnissen der Ar-
beitskraftestatistik? CIコ， in:Statistische Praxis, 1962, Heft 1, S. 20. 
的 Vgl.H. Knるschke,a. a. 0リ S.908. I . Marten，α. a. 0., S. 92. Kollektivarbeit, 
a. a. 0リ s.173. 
(28) H. Knるschke,a. a. 0., S. 908. 
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て，賃率額は賃金形態によって格差がつけられていたので〈個数賃金の場合の
ei: 
賃率額は，時間賃金の場合の15%増であった〉，時間賃金から｛回数賃金への移行
が，経営による賃金増加の手段として利用される傾向があったことも認められ
制）
ているO こうして，国家による賃金のコ γ トロールは，阻害されることになる。
また，労働ノルマが技術変化等に応じて改訂されないで放置されたままであ
ったり，追加時間によって修正をうけると，経営で決定されるノルマの水準が
経営間で異なることになる。その結果，労働者がたとえ同等の労働を支出しで
も，ノルマ＝標準作業時間は経営問で異なるので，ノルマの超過遂行をしやす
い経営としにくい経営とが存在することになるO 個数賃金の場合，既述のよう
に，実収賃金は賃率賃金と労働ノルマ遂行度によって規定されるので，賃率額
が労働の質に応じて規制されていても，ノルマの水準がこのように経営間で異
なっていれば，その結果として，労働者の支出した労働が仮に同じであっても
実収賃金は経営間で異なることになるのであるO このように，労働ノルマが経
営において相対的に独自に決定されている点にも，国家のコントロールしえな
い（賃率額の等級間・部門聞の関係とは矛盾した〉実収賃金の生じる原因があ
る。
実収賃金に対する国家のコントロールが失われざるをえなくなった第2の原
因は，賃率制度の固定化に求められよう。既述のように， DD Rでは， 1950年
に初めて国家的・統一的に賃率制度が制定され，次いで， 1952年から53年に改
訂されたのであるが，その後， 50年代末まで，賃率制度は，基本的には改訂さ
れなかったO これに対し，実収賃金は，表9に示されているように， 1950年か
ら58年についてみると着実に上昇してきた。賃率制度が改訂されず，したがっ
側本稿脚注（9）の法令②§ 3，③§ 2 （却，④§ 1 (4）を参照。
側 I.Marten, a. a. 0., S. 45 und S. 92. Kollektivarbeit, a. a. 0., S. 173 und S. 176. 
ω この点に関しては，下記書評を参照。海道進「書評 Autorenkollektiv,Okonomik 
der Arbeit, 6. iiberarbeitete Auflage, Verlag Die Wirtschaft, Berlin 1974.J 『国民
経済雑誌』第133巻第4号， 107頁。
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表9. 社会主義工業の労働者・職員の月平均賃金
年 J 1950 J 1951 I即 i1953 J 1954 J 19日い9561附＊11957ド958料
月平均｜ I I I I I I I I 
賃金I21s I 313 I 335 I 362 I 393 I 403 I 412 I 413 I 423 I 436 
（マノレク〉｜ I I I I I I I I I 
＊経済領域の区分を変更
＊＊暫定値
（出所〉 Staれ・stisch町 Jahrbuchder Deutschen Demokratischen Republik 1958, 
Berlin 1958 S. 213. 
て，賃率額が不変で，なおかつ労働者の実収賃金が上昇しうるのは，労働者が
資格向上によって昇級し，賃率額が上昇するか，出来高賃金の場合の労働ノル
マの超過遂行の場合など「賃金ギャップ」部分の増加によるO 今，このノルマ
の超過遂行の増加という点についてみれば，既述の表7からわかるように＇ 50 
年代後半には，工業全体でみて，ノルマ遂行度は年々着実に増加してきたこと
が明らかであるO したがって，少なくとも50年代後半については，出来高賃金
労働者の場合（しかも， DD Rでは，既述の表8から明らかなように， 50年代
後半においては， これが全生産労働者の70%台を占めていた〉， このノルマの
超過遂行とその増加によって，したがって， 「賃金ギャップ」部分の増加によ
って，主に実収賃金が上昇してきたと考えられる。しかも，上述のように，こ
の労働ノルマの決定に対しては，国家のコントロールはいまだ十分とはいえな
かったのである。このように， 1952・53年以降，賃率制度が改訂されず，賃率
額が固定化されてきた点に，賃率制度を通じた国家の賃金コントロールが失わ
れざるをえなくなった第2の原因があったと言えよう。
実収賃金に対する国家のコント dールが失われざるをえなかった第3の原因
は，労働者の側における一定の実収賃金を獲得しようとする要求の存在とい
う，いわば社会的要因に求められよう。 VT Aの事例では，労働者の賃金要求
倒
〈たとえば，追加時間の要求という形をとった〉によって実収賃金が影響さ
ω 従来の賃金を維持あるいは増加させるために追加時聞を労働者が要求するという事
態は，たんにVT Aに見られた特殊事例にすぎないのではなくて，一般的な状況です
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れ，国家の賃金コントロールは及ばないものとなっていた。
最後に，以上の技術的要因と社会的要因の他に，国家の賃金コントロールを
弱めさせた原因は，いわば労働力の「売手市場」的状況とし、う経済的要因に求
められよう。そして，この経済的要因が，上述の労働者の実収賃金引上要求と
いう社会的要因による国家の賃金コントロールの弱化を現実化させるのに役立
ったと考えられる。この点に関して，労働力の需給状況や労働移動の状況等を
示す統計資料が不明であるため断定はできないが，当時，労働力をめぐる経営
ω 
間の競争が「周知」の事柄とされており，労働力がし、ゎば「売手市場」的状況
であったと推測できる。また，労働を意図的に高い賃金等級に格付したり，ノ
ルマの遂行度を高くして，実収賃金を競争経営よりも高くするなどして他経営
から生産拡大に必要な追加的労働力を獲得した繊維加工経営などの事例もあ
ω 
るO このように，いわば労働力が「売手市場」的状況にあったために，経営に
とっては労働力の移動を防止し，あるいは，労働力を新規に獲得するために，
労働者の要求に応じた実収賃金の保障を行わざるをえなかったと考えられるの
である。
なお，このように，いわば労働力の「売手市場」的状況の下で，経営と労働
働
者の間で「交渉」が行われて「賃金ギャップ」が生じた点では，別稿で既に明
らかにしたように，西ドイツにおける賃金ドリフトの生成原因と共通してい
る。ただ，西ドイツの場合には，団体交渉で規定された協約賃金を上回る賃率
らあったと推測される。たとえば， 1962年のある論文で，次のように述べられてい
る。 「……たびたび，労働者の圧力の下で，標準作業時間（Vorgabezeit）が上方に
修正された。」（傍点は引用者） (H. Luck, a. a. 0., S. 355.）つまり，労働者の圧力
で，追加時聞が追加され，標準作業時間＝ノルマが修正されることがしばしばあった
というのである。
¢3) Vgl. Kollektivarbeit, a. a. 0., S. 90. 
(34) Vgl. I. Marten, a. a. 0., S. 28. 
倒前掲拙稿「西ドイツにおける賃金ドリフトと経営協議会（1）」 105-113頁，「同（2・
完）J43-50頁。
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額が経営レベルで、設定されることが賃金ドリフト生成の 1形態であるo これに
対し， DD Rでは賃率額の引上といった明確な形態はとらないで，もっぱら，
労働ノルマやプレミアム制度などの賃金決定方法の形成・運営を通じて「賃金
ギャップ」が生成している点で， DD Rの場合の特色が認められる。
結
本稿では， DD Rにおける社会主義の建設期である 1950年代に焦点をあて
て，国家の賃金政策と経営レベルの賃金決定の実態を考察してきた。これを，
国家の賃金コントロールとの関連でまとめると次のようになるO
DD Rにおいては，国家の賃金政策を遂行するための最も重要な要具は賃率
制度であり，これによって賃金がコントロールされることになるO この賃率制
度は， 1950年にはじめて国家的に統一的に決定された。したがって，これをも
って，賃金に対する国家のコントロールは確立したと言える。しかしながら，
それは形式的に確立したにすぎなかった。なぜ、なら， 「賃金ギャップ」現象の
存在と経営レベルの賃金決定の実態から明らかになったように，経営において
は，労働ノルマやプレミアム制度などの賃金決定方法の形成・運営を通じて，
国家の賃金政策の原理とは別の，場合によってはそれと矛盾さえする経営の
「独自」の原理にも基づいて（たとえば，労働者の実収賃金引上要求や労働力
の確保を考慮して〉実収賃金が決定されており，国家による賃金のコントロー
ルは空洞化されていたからである。
このように， 1950年代についてみれば，国家による賃金のコントロールは，
形式的には確立したが，実質的には空洞化していたといえる。換言すれば，経
営レベルにおいて，賃金決定に関する自由裁量の余地がそれだけ実質的に存在
していたといえよう。
そして， この国家による賃金コントロールの空洞化をもたらした原因とし
て，賃金決定諸制度における国家的コントロールの不足，賃率制度の固定化，
労働者の実収賃金引上要求，労働力の「売手市場」状況が考えられる。
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ところで，このような50年代に認められた国家による賃金コントロールの空
洞化に対し， 1958年の社会主義統一党第5回党大会の決定を契機にして，その
後国家の賃金コントロールの回復をはかるための活発な動きがみられる。その
際に，賃金コントロール回復の方向は，主として，コントロールの弱化をもた
らした技術的要因の克服に向けられているように思われる。たとえば， 60年代
においては，個数賃金形態にかえてプレミアムっき賃金形態の重視によって，
また， 70年代後半においては，賃率制度改訂の過渡的措置としての「新基本賃
金」の漸次的導入によって試みられている。このような国家による賃金コント
ロールの回復をはかろうとする60年代以降の動きについては，稿を改めて考察
することにする。
(1981年12月9日〉
側 この決定において，賃金政策の課題の 1つとして「賃金ギャップ」の縮小が挙げら
れ，賃率制度を媒介にした国家の賃金コントロールの回復・強化が図られている。
(V gl. Protokoll des V, Parte£tages der SED, Bd. 2, Berlin 1959, S. 1385.) 
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